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 工事内容
・予備ゲート（高圧ローラゲート（Ｂ524ｍ
×Ｈ8434ｍ）） ２門
・副空気管 ２門分
・付属設備 １式
 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、事前に建設資材、労
働者確保等の準備を行うことができる余裕期
間を設定した工事（フレックス方式）であり、
発注者が示した工事完了期限までの間で、受
注者は工事の始期及び終期を任意に設定でき
る。ただし、余裕期間は６ヵ月を超えない範
囲とする。なお、受注者は契約を締結するま
での間に、工事の始期及び終期を通知するこ
と。
工事の始期までの余裕期間内は、配置予定
技術者を配置することを要しない。また、現
場に搬入しない資材等の準備を行うことがで
きるが、現場への資材等の搬入及び仮設物の
設置等工事の着手を行ってはならない。なお、
余裕期間内に行う準備は受注者の責により行
うものとする。
工事完了期限：令和13年３月31日まで
工期：工事の始期から終期

 工事の実施形態
１）本工事は、技術提案を受け付け、価格以
外の要素と価格を総合的に評価し落札者を
決定する総合評価落札方式（技術提案評価
型）の適用工事である。
２）本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。
３）本工事は、品質確保のための体制及びそ
の他の施工体制の確保状況を確認し、施工
内容を確実に実現できるかどうかについて
審査し、評価を行う施工体制確認型総合評
価方式の試行工事である。
４）本工事は、申請書、技術資料等の提出、
入札を原則として電子入札システムで行う
対象工事である。
５）本工事は、契約手続きにかかる書類の授
受を、原則として電子契約システムで行う
対象工事である。なお、電子契約システム
によりがたい場合は、落札決定後に発注者
に紙契約方式選択書を提出し紙方式（契約）
に代えるものとする。

６）本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。

13）本工事は、建設キャリアアップシステム
活用推奨モデル工事の試行対象工事であ
る。
14）本工事は、建設業法第26条第３項第２号
の規定の適用を受ける監理技術者（以下、
「特例監理技術者」という。）の配置は認め
ない。
15）本工事は、受注者が施工段階において、
施工手順の工夫等、生産性向上（省人化等）
に資する取り組み（以下、「生産性向上チャ
レンジ」）の実施を推進する「生産性向上
チャレンジ」の試行工事である。

16）本工事は、施工の効率化やＩＣＴ活用等
による生産性向上に関する技術提案を必須
提案として求め、生産性向上の取組を評価
する試行対象工事である。
17）本工事は、施工者が原則１技術以上の新
技術を選択したうえで活用を図る新技術活
用工事である。
18）本工事は、新技術を活用し、現場におけ
る効率性向上を２割以上達成した場合は、
達成率に応じた効率性向上実績証明書の交
付を行う試行工事である。
19）本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
20）本工事は、賃上げを実施する企業に対し
て総合評価における加減点を行う工事であ
る。
21）本工事は、若手技術者等現場経験の少な
い技術者の技術力向上を図るため、主任技
術者又は監理技術者を専任で補助する技術
者（以下「専任補助者」という。）を配置す
ることができる試行工事である。
22）本工事は、契約変更手続きの透明性を確
保するため、契約変更前に必要に応じて第
三者による適正性チェックを実施する試行
工事である。
23）本工事は、申請期間中に特定の配置予定
技術者が拘束されることを緩和するため、
入札書の提出期限までに配置予定技術者の
資格等に関する資料の提出を求め、配置予
定技術者に対する要件が満足しているか審
査を行う試行工事である。
なお、要件を満たしていない場合は、当
該者の行った入札は無効とする。
24）本工事は、受注者の協力の下、下請業者
への賃金の支払いや適正な労働時間確保に
関し、賃金・労働時間・労務費の実態を調
査する試行工事（受注者希望方式）である。

 平成23年度以降に元請けとして、完成・引
き渡しが完了した、下記条件⒜～⒝を満足す
る工事（以下「同種工事」という。）を施工し
た実績を有すること（海外インフラプロジェ
クト技術者認定・表彰制度（以下「海外認定・
表彰制度」という。）により認定された実績を
含む。）。なお、共同企業体の構成員としての
実績は、出資比率が20％以上の場合のものに
限る。また、乙型共同企業体の施工実績につ
いては、出資比率に関わらず構成員として施
工を行った分担工事の実績に限る。
⒜ 単体又は特定建設工事共同企業体の代表
者、又は経常建設共同企業体のいずれかの
構成員は以下の施工実績を有すること。
・次の～のいずれかを満足する洪水調
整を目的としたダム用ゲート設備を製作
し、据付した工事の施工実績
 ゲート形式がローラゲートであり、
１門当たりの通水断面積×設計水深が
1425・ｍ以上であること。
 ゲート形式がローラゲートであり、
設計水深が32ｍ以上であること。
なお、製作と据付が別工事の場合は、
合わせて１件の工事とみなす。

２ 競争参加資格
次のからまでの要件を全て満たす者又は
からまでの要件を全て満たす者により構成
される特定建設工事共同企業体（「競争参加者の
資格に関する公示」（令和８年４月６日付け四国
地方整備局長）に示すところにより、四国地方
整備局長から「令和８12年度 山鳥坂ダム洪

水吐予備ゲート設備新設工事」に係る特定建設
工事共同企業体としての競争参加者の資格（以
下「特定建設工事共同企業体としての資格」と
いう。）の認定を受けている者。）であること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
 四国地方整備局における令和７・８年度一
般競争参加資格のうち、「機械設備工事」に認
定されている者であること（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律225号）に基づき再生手続開
始の申立てがなされている者については、手
続開始の決定後、四国地方整備局長が別に定
める手続に基づく一般競争参加資格の再認定
を受けていること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

７）本工事は、工事関連データの提供を行う
試行工事である。
８）本工事は、発注者が完全週休２日（土日
祝）（現場閉所）に取り組むことを指定する
「完全週休２日（土日祝）試行工事（発注
者指定方式）」である。
なお、完全週休２日（土日祝）を達成し
た場合には、「完全週休２日（土日祝）達成
証明書」を交付する。
９）本工事は、ＢＩＭ／ＣＩＭ適用工事（発
注者指定型（３次元データ貸与あり））であ
る。
10）本工事は、土木工事標準積算基準書に定
める特別調査（臨時調査）結果に基づく材
料単価の提示を行う試行工事である。
11）本工事は、標準歩掛のない歩掛を、「見積
りに必要な図面等に関する質問書の回答期
限」までに競争参加資格のある者に対して
電子入札システムから入札説明書等ダウン
ロードシステムにより配布を行う。
12）本工事は、作業時間帯の最高気温が30度
以上の真夏日の日数に応じて間接費の補正
を行う試行工事である。
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